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「いわて県民計画（2019～2028）」

第２期アクションプラン
の策定について

令和４年７月
岩 手 県

資料１



Ⅰ 「いわて県民計画（2019～2028）」の構成
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長期
ビジョン

長期的な岩手県の将来を展望し、県民みんなで目指す将来像と、その
実現に向けて取り組む政策の基本方向を明らかにするもの

［計画期間：2019年度から2028年度までの10年間］

アクション
プラン

長期ビジョンの実効性を確保するため、重点的・優先的に取り組むべき
政策や具体的な推進方策を盛り込むもの

［第１期：2019年度～2022年度］

復興推進プラン 政策推進プラン

地域振興プラン 行政経営プラン

年度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

アク
ショ
ンプ
ラン

長期ビジョン(10)

復興推進プラン(4)

政策推進プラン(4)
地域振興プラン(4)
行政経営プラン(4)

政策推進プラン(4)
地域振興プラン(4)
行政経営プラン(4)

政策推進プラン(2)
地域振興プラン(2)
行政経営プラン(2)

復興推進プラン(4)
第３期の「復興推進プラン」
の取扱いは、今後の復興の
状況を踏まえながら検討



Ⅱ 計画の理念
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Ⅲ 基本目標

➢ 県民一人ひとりがお互いに支えながら、幸福を追求していくことができる地域社
会の実現を目指し、幸福を守り育てるための取組を進めること

➢ 地域社会を構成するあらゆる主体が、それぞれ主体性を持ち、共に支え合いな
がら岩手県の将来像を描き、その実現に向けて、みんなで行動していくこと

➢ 社会的に弱い立場にある方々が孤立することのないように、社会的包摂（ソー
シャル・インクルージョン）の観点に立った取組を進めること

東日本大震災津波の経験に基づき、

引き続き復興に取り組みながら、

お互いに幸福を守り育てる希望郷いわて



Ⅰ
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Ⅱ
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～
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が
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Ⅲ

教
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Ⅳ

居
住
環
境
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
～
不
便
を
感

じ
な
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で
日
常
生
活
を
送
る
こ
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、

ま
た
、
人
や
地
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の
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び
付
き
の
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で
、

助
け
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て
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す
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Ⅴ

安
全
～
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々
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安
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～

Ⅵ

仕
事
・
収
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、
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史
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～
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と
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で
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岩
手
～

Ⅸ 社 会 基 盤
～防災対策や産業振興など幸福の追求を支える社会基盤が整っている岩手～

Ⅹ 参 画
～男女共同参画や若者・女性、高齢者、障がい者などの活躍、

幅広い市民活動や県民運動など幸福の追求を支える仕組みが整っている岩手～

主観的幸福感に関する12の領域をもとに、「健康・余暇」から「自然環境」までの８つと、これらを下支

えする「社会基盤」「参画」を加えた10の政策分野を設定。
各政策分野に、幸福に関連する客観的指標（いわて幸福関連指標）を定め、一人ひとりの幸福を守り
育てる取組を展開。

Ⅳ 政策推進の基本方向

4



■ 自然増減（出生数と死亡数の差）の推移

5

・ 本県の自然増減は、出生数の減少、死亡数の増加により、平成11年に減少に転
じ、以降は減少数が拡大傾向
・ 死亡数は、昭和60年代から増加傾向

岩手県「岩手県毎月人口推計」
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Ⅴ 社会経済情勢の変化（岩手県の人口）



■ 出生率の推移

6

・ 若い世代の県外流出により、女性人口（15～49歳まで）そのものが減少
・ 出生率の低迷
（昭和50年以降、人口置換水準の2.07を下回って推移。令和２年には1.33）
➢ 出生数の減少に関わる２つの要因

女性人口指数 出生率

総務省「国勢調査」「人口推計」、岩手県「岩手県毎月人口推計」、厚生労働省「人口動態統計」
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Ⅴ 社会経済情勢の変化（岩手県の人口）
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■ 社会増減（転入者数と転出者数の差）の推移

7

・ 本県の社会増減には、３つの減少ピーク
・ 平成26年から平成27年にかけて社会減が拡大、平成28年にはいったん社会減が縮小
・ 平成30年には▲5,215人と５千人を超えたが、その後縮小し、令和３年には▲2,738人

転入者数
・

転出者数

社会増減

岩手県「岩手県毎月人口推計」

-2,738

-9,421

-329

-6,709

-30,000

-25,000

-20,000

-15,000

-10,000

-5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

昭和37

（62'）

40

（65'）

45

（70'）

50

（75'）

55

（80'）

60

（85'）
平成2

（90'）

7

（95'）

12

（00'）

17

（05'）

22

（10'）

27

（15'）
Ｒ3

（21'）

社会増減（右目盛） 転入者数 転出者数

（

※社会増減に職権記載、職権消除を含まない

（人） （人）

３つの減少ピーク

-5,215 -4,370 -3,872

Ⅴ 社会経済情勢の変化（岩手県の人口）



■ 社会増減の推移
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・ 社会減は、18歳の進学・就職期、22歳前後の就職期に顕著。特に、22歳前後では、
女性の社会減が大きい
・ 高校卒業者の希望する進学先、若者の希望に見合う就職先の確保が必要

社会増減

岩手県「岩手県毎月人口推計」
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Ⅴ 社会経済情勢の変化（岩手県の人口）



■ 新型コロナによる人口移動の変化

地域 年次 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年計

R1 -188 -196 -2,594 -1,153 16 -43 -65 -174 -33 -147 -11 -80 -4,668

R2 -127 -299 -2,568 -986 -92 -168 103 21 103 72 -22 96 -3,867

R3 82 -76 -2,108 -978 58 -22 88 65 43 2 -20 -7 -2,873

R4 -84 -120

R1 -744 -1,391 -15,454 -5,988 -1,029 -926 -560 -758 -697 -953 -763 -497 -29,760

R2 -922 -1,362 -14,806 -3,527 -413 -937 71 230 283 -63 -158 336 -21,268

R3 -318 -853 -12,319 -4,631 -525 -347 270 152 431 -111 -177 -235 -18,663

R4 -530 -729

R1 3,741 4,053 40,568 15,609 4,792 3,437 1,621 3,398 3,098 2,554 2,151 1,553 86,575

R2 3,146 4,525 41,902 7,049 -509 2,096 -2,144 -4,011 -3,084 -2,506 -3,690 -4,400 38,374

R3 -1,334 -1,593 29,363 3,989 -177 -108 -2,743 -3,223 -3,255 -3,194 -3,176 -3,734 10,815

R4 383 624

R1 6,089 6,921 68,306 27,500 7,558 4,983 2,173 5,400 5,183 4,753 3,704 3,006 145,576

R2 5,343 6,888 70,087 14,497 1,167 4,027 -1,682 -739 -56 834 -393 -1,968 98,005

R3 1,432 2,138 57,419 15,071 3,871 3,136 -2,062 349 99 509 -260 -1,261 80,441

R4 2,784 3,618 6,402

岩手県

東北６県

東京都

東京圏

9

・ 岩手県 ：Ｒ２．７月～１０月，１２月、Ｒ３．１月，５月，７月～１０月が転入超過
・ 東北６県：Ｒ２．７月～９月，１２月、Ｒ３．７月～９月が転入超過
・ 東京都 ：Ｒ２．７月～１２月、Ｒ３．１月～２月、５月～12月が転出超過
・ 東京圏 ：Ｒ２．７月～９月，１１月～１２月、Ｒ３．７月，１１月～１２月が転出超過

➢ 東京一極集中の拡大から、地方への人口移動が起きているものと推測

岩手県、東北６県、東京都、東京圏の社会増減の推移

岩手県「岩手県毎月人口推計」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」

８か月連続で転出超過

Ⅴ 社会経済情勢の変化（コロナ禍における人口移動）



Ⅴ 社会経済情勢の変化（コロナ禍における変化）
■ 従来の課題の顕在化・加速化

■ 「身体的距離の確保」という新たな視点

10

（新型コロナウイルス感染症によって起きた変化）

（新型コロナウイルス感染症によって起きた変化） （見えてきた課題）

（見えてきた課題）

●３密回避・非接触・各種申請等のために、テレワーク、診
療・授業や行政手続のオンライン化を急速に進める必要。

●感染リスクが大都市圏と比べて低いことをきっかけに、地
方の価値が見直される。
新型コロナウイルス感染症によるテレワークの普及で都市

から地方への移住者が増加。

●大消費地の需要減による販売減。新たな販売先確保や県
内で経済を支える必要。

●失業や出会いの場の減少で婚姻率・出生率が低下し、少
子化が一層加速するおそれ。

デジタル化

移住・定住

地産地消

結婚・出産・子育て

●身体的距離の確保が難しい分野（医療・介護・福祉・教育・
保育等）の維持と労働力の確保の取組が必要。

●身体的距離の確保と飲食店や観光・娯楽等、雇用の維持
にもつながる社会経済活動の両立の難しさ。

対面中心の分野に
おける対応



Ⅴ 社会経済情勢の変化
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■ グリーン社会の実現

地球温暖化に歯止めがかからず、世界の気候は非常事態に直
面。本県としても、国際社会の一員としての役割を果たすことが求め
られており、「温室効果ガス排出量の2050年実質ゼロ」に向け取り
組んでいます。

■ 復興道路の全線開通

令和３年１２月１８日に、復興道路が全線開通し、三陸沿岸がより
強く一つに結びつき、さらに、三陸沿岸と内陸もより強く結びつきまし
た。

■ 大型誘致企業の稼働

北上川流域においては、自動車半導体関連産業の集積が更に進
み、半導体製造メーカーの工場の増設、ＩＴ企業の本店移転などもあ
り、新たな雇用が生まれています。



Ⅴ 社会経済情勢の変化
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■ デジタル化の進展

学校におけるＩＣＴ機器の前倒し整備、介護施設における介護ロ
ボット等の導入をはじめ、各分野においてデジタル化が進展してお
り、個性豊かで活力に満ちた地域社会の可能性が広がっています。

■ 若者の活躍

本県出身選手のアメリカンリーグでのＭＶＰ受賞や北京オリンピッ
クでのメダル獲得、全日本合唱コンクールでの最高賞受賞など、多く
の若者たちが活躍しています。

■ 地元志向・地方志向の強まり、地方への移住への関心の高まり

新型コロナ感染拡大が繰り返され、地元志向・地方志向が強まる
中、令和２年度の高卒者の県内就職率が７割を超えました。また、
地方への移住に対する関心が高まり、テレワークをはじめとする多
様な働き方が加速するという、個人の行動変容が起きています。



Ⅵ 第２期アクションプランの策定

■ 基本的な考え方
① 第１期アクションプランの評価結果や東日本大震災津波からの復興の進捗、新
型コロナウイルス感染症の状況など社会経済情勢の変化等を踏まえ、策定する。

② 市町村、企業、団体、個人など、様々な主体から広く意見を伺う。

13

➣ 県では今年度、以下の基本的な考え方に基づき、「第２期アクションプラン（令和
５年度～８年度）」を策定することとしています。

「様々な社会経済情勢の変化を踏まえ、

岩手の将来を見据えて、

今後４年間に重点的に取り組むべき事項」

について、御意見をお願いします。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩手の農業・農村の現状 

 

 
 

区  分 H22 H27 H30 R2 R2/H22 

農産加工 3,329 8,122 8,155 9,229 277% 

産直 14,722 17,694 20,197 17,613 120% 

観光農園 696 411 592 685 98% 

農泊 189 201 214 138 73% 

レストラン 312 574 594 431 138% 

計（百万円） 19,248 29,855 29,751 28,105 146% 

 資料：農林水産省「６次産業化総合調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    【農林漁家民泊等利用者数】  （人回） 

項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

目標 62,600 63,200 31,239  31,839  

実績 62,621 30,639 調査中  

 

担い手 産地づくり 高付加価値化・農山漁村の活性化 

 2020 年（R2）の基幹的農業従事者は、2000 年（H12）の
約６割まで減少、64歳未満の減少が顕著で、平均年齢も 69
歳まで上昇 

 販売額 3,000 万円以上となる経営体は着実に増加、農業産
出額に占める販売農家割合も上昇 

 R3 の新規就農者は 277 人と H17 より倍増、法人雇
用が増加している一方で、自営就農者は横ばい 

 農業産出額は、畜産物価格などの堅調な推移で増加。中小家
畜が伸びるも耕種部門と大家畜が微増 

 全国的な米の需要減少により主食用米からの転換が拡大 

 水田整備率は 53％と東北・全国に比べ依然、低い状況 

 ６次産業化による販売額は、農産物加工等を中心に増加 

 農林水産物の輸出額は年々増加 

 農林漁家民泊等利用者数は、新型コロナウイルス感染症の
影響により半減 

 野生鳥獣による農作物被害は 4 億円前後で推移。イノシシ
の被害、捕獲頭数が増加  担い手への農地集積率は約７割と進展 

区分 H12 H17 H22 H27 R1 東北(R1) 全国(R1)

整備率(%) 45.5 48 50.3 51.6 53 68.4 67

注）水田整備率：概ね30ａ程度以上に区画整理された水田
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（単位：ha）

R３

野菜

花き

果樹

R４計画

その他

19,700

　※　非主食用米は、「備蓄米」「加工用米」「飼料用米」

　　　「米粉用米」「WCS用稲」「輸出用米」

非主食用米

（※）

9,000

主食用米

46,200

要

転

換

主食用米

44,500

水田  93,900
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7,000

飼料作物

8,000
4,000

約1,700ha
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52%

47%
41%

17%
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18%
18%

18%

12%
23%

30% 36%
41%
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販売額3,000万円以上の経営体の占める割合

～1,000万円 1,000～3,000万円 3,000万円以上

(1,749戸）

(73,528戸）

（459戸）

資料：農林業センサス
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(823戸)

(1,804戸)

資料２ 
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岩手県の農業・農村の将来（2030年頃）のイメージ 

【農業】リーディング経営体の育成や省力化技術の普及、農畜産物の付加価値の向上等により、農業産出額（農業の経済規模）を維持 

【農村】６次産業化や都市・農村との交流など農村生活を支える活動の進展により、農村地域における収入を得る機会や働く場を創出し、移住・定住人口を確保 
  

収益力アップ 

今後とも人口減少、高齢化が進展 国際情勢の変化による生産資材の高騰 地球温暖化など気象変動の影響拡大 

●「国立社会保障・人口問題研究所」の予測によると、岩手県の人口は 

2040 年に 96 万人程度、2115 年には 21 万人程度と試算。 

●本県では「ふるさと振興」を推進し、出生率向上と社会減ゼロの実現によ

り、2040 年に 100 万人程度の人口を確保。 

●農業生産資材価格指数（総合価格指数）は 112.9 で、飼料、光熱

動力等が上昇したことにより前年同月比は 6.7％上昇 

資料：農業物価統計調査（R4.6.29 農林水産省公表資料） 

●日本の年平均気温は、様々な変動を繰り返しながら上昇しており、長期的

には 100 年当たり 1.28℃の割合で上昇。特に 1990 年代以降、高温とな

る年が頻出 

資料：気象庁資料 

食料安全保障への関心の高まり（本県の供給力） 農村の人口減少・高齢化は都市部より 20年先行 若い世代等を中心に田園回帰の動き 

ふるさと回帰支援センターへの来訪者・問い合わせ件数 

With コロナ 

食料の安定供給 

燃油・資材高騰 

スマート農業・DX 

田園回帰 

輸出 

人口減少・高齢化社会 

グリーン化 
 

社会情勢の変化

に対応した 

施策の展開 

資料：令和3年度食料・農業・農村白書 

視
点 

新たな動き・社会情勢の変化 

資料：岩手県人口ビジョン 

1人・1年当たり消費量（kg/人・年）　＝　食料農業農村基本計画から引用

生産量（kg/年）＝　作物統計、食肉統計から引用

県内必要供給量　＝　岩手県人口から計算

米 小麦 大豆 野菜 りんご 牛肉 豚肉 牛乳 鶏卵

温暖化・気候変動 
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職業選択期 技術習得期 経営開始期 経営自立・発展期

就農相談会
（県内・県外）

県立農業大学校 本科・研修科
新規就農者研修（各コース～入門・基礎・冬期集中簿記・経営ステップアップ～）

【経営開始資金】
最長３年間

年間150万円交付

無利子の融資制度（青年等就農資金）
機械・施設、果樹・家畜等、生産資材費

日本政策金融公庫
・普セ

担い手育成特定資産事業
研修受入経費、新規就農者の初期投資への助成、研究グループ活動助成 など

農業
公社

市町村単位での支援
就農相談、住居・農地の紹介、研修費、住居費、機械整備費の補助 など

市町村

雇用就農資金
最長４年間、年間最大60万円

農業

会議

農大

機械・施設導入経費の補助
経営体育成支援事業など

県

栽培技術指導・経営指導普セ

県・農業公社・農業会議・市

町村・JAいわて農業担い手

SC・日本政策金融公庫

各地方新規就農者・確保育成アクションプランによる支援
各地方
協議会

【経営発展支援事業】
補助対象事業費上限1,000万円（経営

開始資金交付対象者は上限500万円）

【就農準備資金】
研修期間原則２年

年間150万円交付

県・市町村新規就農者育成総合対策

認定農業者

個人

法人

リーディング経営体

効率的かつ安定的な農業経営体

集落営農

（任意組織）
認定新規

就農者

●継続的に農地

利用を行う中小

規模の経営体

●農業を副業的

に営む経営体

（半農半X等）

多様な担い手

農作業支援者
（臨時雇用、コントラクター、ヘルパー組織、次世代サービス事業体 等）

労働力・技術力等をサポート・支援

連携

協働

効率的かつ安定的な農業経
営体を目指している経営体

農地集積

集約、機

械等整備

経営力向上 生産基盤強化

IAFS、経

営支援セン

ター等

（小規模農家等）（新規就農者）

担い手

※農林水産省資料をもとに作成

地域を支える農業経営体

意欲と能力のある経営体の育成 

これまでの取組と成果 対応の方向性及び具体的取組内容 

１ 経営体の経営力向上・生産基盤強化  

 税理士等の専門家派遣やＩＡＦＳによる企業家マインドの醸成によ

る経営力向上支援 

➔ 販売額 3,000 万円以上のリーディング経営体が着実に育成 

 

 

項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

目標 95 110 125 140 

実績 93 108 集計中  

 

 農地中間管理事業等の活用による農地の集積・集約化を推進 

➔ 担い手への農地集積は着実に進展 

 

 

項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

目標 100,700 103,000 105,300 107,600 

実績 100,075 100,584 102,228  

 

 

 

 
 

２ 新規就農者の確保・育成  

 ワンストップ相談窓口など地域が主体となった取組の展開や新規就農ポータルサイトでの幅広い就農

情報の発信 

➔ 新規就農者は目標（260 人/年）以上に確保され、雇用就農の割合も増加 
 

 

項 目 H28 H29 H30 R1 R2 R3 

 新規就農者数 233 218 245 268 312 277 

 自営就農者 
（割合） 

126 
(54%) 

128 
(59%) 

121 
(49%) 

140 
(52%) 

124 
(40%) 

110 
(40%)  

 雇用就農者 
（割合） 

107 
(46%) 

90 
(41%) 

124 
(51%) 

128 
(48%) 

188 
   (60%) 

167 
(60%)  

 

 

 

 

３ 女性農林漁業者の確保・育成  

 セミナーの開催や地域主体の働きかけにより家族経営協定締結を推進 
➔ 33 戸/年（H30～R２平均）において協定を締結 

 

 

 
１ 経営体の経営力向上・生産基盤強化   

⑴ 地域農業をけん引する経営体の経営力向上 人口減少 

  効率的かつ安定的な経営を目指す経営体や集落営農組織

等について、法人化や人材の確保、収益力向上などの取組を

支援 

  地域農業をけん引するリーディング経営体の候補につい

て、「岩手県農業経営・就農支援センター」と現地機関が連

携した重点的な指導、助言 

  経営力等の向上のための「いわてアグリフロンティアスク

ール」による研修や、企業的経営体の経営継承が見込まれる

法人幹部等の育成などの取組を支援〔一部新規〕 

  農業経営を支える雇用人材を安定的に確保するため、多様な人材が活躍できる「働き方改革」など労働環境

の改善を推進〔拡充〕 

⑵ 経営体の生産基盤の強化 人口減少 

   「地域計画」（将来の地域農業や農地利用の姿（目標地図）を市町村が策定）に位置付けられた担い手に対し、

農地中間管理事業等を活用した農地の集積・集約や機械・施設等の整備支援 

  営農活動の省力化・効率化に向け、労働力・技術力等をサポートする農作業支援者の活用を促進〔新規〕 

 
２ 新規就農者の確保・育成    

⑴ 新規就農者の確保 人口減少 

   新規就農者の利便性向上を図るワンストッ

プ就農相談の全県展開〔新規〕 

  Ｗｅｂを活用した就農支援情報等の全国発

信と県内外での就農相談会の開催〔拡充〕 

  円滑な経営継承に向け、親元就農者の継承計 

画の作成支援や第三者継承支援体制の整備と周 

知〔新規〕 

⑵ 新規就農者の育成 人口減少 

  農業大学校における新規就農者研修の実施や

国の事業を活用した機械・施設導入の支援 

  新規就農者の多様な課題へのきめ細やかなフ

ォローアップによる経営の早期安定化支援 

 
３ 女性農業者の活躍促進   

⑴ 女性が活躍できる環境の整備 人口減少 

 女性の経営参画に向けた、地域全体における意識改革のための取組の推進 

 働き方改革や経営発展を促すため、就業条件等を明確にする家族経営協定の締結の促進 

⑵ 女性農業者の確保・育成 人口減少 

 女性が働きやすい生産現場の環境の整備を支援〔拡充〕 

 女性グループが自立して活動を継続し、多様な活動へ発展させるための取組を支援 

 

 

 

 

 

【リーディング経営体の育成数（累計）】     (単位：人) 

【地域の中心経営体等への農地集積面積】   （単位：ha） 

【新規就農者数】                     (単位：人) 

▲いわてアグリフロンティアスクール

IAFS 

【新規就農者確保・育成の支援体系】 
農地集積・集約化のイメージ 

活躍できる環境整備

女性の経営参画

地域におけるリーダーの育成 地域波及

 他産業と遜色ない水準の所得を確保できるリーディング経営体の育成が必要 

 農業（産出額）を維持発展できる経営体や地域農業を支える多様な担い手を確保・育成していく必要 

 担い手への農地集積・集約化を加速化する必要 

 情報発信から就農相談まで実施できる体制が必要 

 自営就農者数の確実な確保に向けて、経営継承（親子間継承・第三者継承）への支援が必要 

 新たな発想で地域活性化に取り組んできた女性の経営参画の促進が必要 

 男女共同参画や女性活躍の視点を、家庭や地域などの生活の場全体に広げることが必要 

 地域をリードする女性農林漁業者の育成が必要 

【女性農業者の育成方向】 

農林水産省ホームページより 

（食料・農業・農村白書より） 

【基本方向】地域農業をけん引する経営体の経営力向上や集落営農の活性化、農地中間管理事業等を活用した農地の集積・集約化、

機械・施設等の整備による経営基盤の強化、「働き方改革」の推進、次代を担う新規就農者の確保・育成、意欲ある女性農業者の

活躍支援に取り組みます。 
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収益力の高い「食料供給基地」づくり 

これまでの取組と成果 対応の方向性及び具体的取組内容 

１ 生産性・市場性の高い産地づくりの推進  

⑴ 水稲 

 「金色の風」「銀河のしずく」のオリジナル水稲品種を核に高品質維持による県産米全体の評価向上と

ブランド力向上に向けた生産を推進 

 「銀河のしずく」は、「あきたこまち」等からの作付け転換を促進 

➔「銀河のしずく」は面積が拡大し、高い市場評価 

【水稲(主食用)オリジナル品種の作付面積】（単位：ha） 
項 目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 
目 標 5,400  5,800  6,000  6,200  
実 績 5,409  5,650  6,050  

［参考］ 
金色の風 295 275 250 250 
銀河のしずく 1,481 1,652 1,800 2,500 

 

  

１ 生産性・市場性の高い産地づくりの推進 

⑴ 水稲 

① 産地と消費者・実需者等が結び付いた生産と供給 

  家庭用需要には品質・食味・健康を重視した米、中食・外食需要には品質・

食味・加工適性・価格を重視した米を提供 

  「銀河のしずく」の生産拡大〔拡充〕 

  県北地域向け早生新品種の開発と転換促進〔拡充〕 

  環境保全を始め、持続可能な米生産を推進 グリーン 

② 地域課題の解決に向けた品種・生産技術の導入 

 生物工学研究センターが有するＤＮＡマーカーを活用し、農業研究センターと有望系統・品種を作出 

 良食味米生産に向けたリモートセンシング技術等の活用推進 

③ 県産米の評価向上、需要拡大に向けたマーケティング対策 

 県産米と産地情報の発信の強化と、ネット販売等の拡充支援〔拡充〕 

 食品事業者、食品関連企業との連携強化〔拡充〕 

⑵ 麦・大豆 

  経営所得安定対策等の活用などにより、水田における小麦や大豆の作付けを推進し、転換作物として

定着（小麦、大豆作付面積の約９割が水田転換） 

➔ 国産小麦・大豆への関心・需要が高まっており、生産拡大が期待 

【小麦、大豆の生産概況】  （単位：ha、トン） 
 小麦 大豆 

面積 生産量 面積 生産量 
Ｒ１ 3,760 10,000 4,290 6,310 
Ｒ２ 3,770 7,740 4,320 5,660 
Ｒ３ 3,720 7,850 4,530 6,660 

 

 ⑵ 麦・大豆 

  ① 単収向上と生産拡大 

 多収性・病害虫抵抗性新品種への転換による生産 

性向上と農薬による環境負荷の低減 グリーン 

 スマート農業の実装や乾燥調製施設等の整備によ 

る生産基盤の強化 ＤＸ 

② 実需者における評価の確立 

 実需者との連携による新品種の評価確立と実需者とのマッチングによる地産地消の推進 グリーン 

⑶ 園芸 

  ① 生産基盤の強化による野菜の作付推進 

 高度環境制御技術や省エネルギー技術等の活用により、大規

模な施設や設備の導入を推進 ＤＸ  グリーン 

 施設野菜や土地利用型野菜の団地化に向け、基盤整備を契機

とした野菜の作付拡大を推進〔拡充〕 

 中山間地域を中心とした低コスト環境制御技術の導入によ

り、野菜の収量を向上 ＤＸ〔拡充〕 

 実需者との連携や国庫事業を活用した収穫機械等の導入によ 

り、加工業務用野菜の導入を推進 

② 果樹の生産基盤の強化 

  りんごの優良品種への計画的な新改植の実施により、生産者の収益向上

を図るとともに、消費者ニーズ等への対応を強化〔拡充〕 

  りんご新品種の育成や、市場性が高い「もも」等の新しい果樹の導入に

より、地球温暖化への対応を加速 グリーン 

  省力樹形（ジョイント仕立て等）やスマート農業機械等の導入により、

管理作業の省力化・軽労化を推進 ＤＸ  

⑶ 園芸 

〈野菜〉 

 「野菜販売額１億円産地」と「次世代施設園芸」のトップモデル８産地に機械導入や施設整備を支援

するとともに、集中支援チームによる重点指導を実施 

【野菜販売額 1 億円産地の新規育成数】（単位：産地） 
項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

目標 0 1 6 9 

実績 - 5 8  

 

〈果樹〉 

 果樹の生産基盤を強化するため、国庫事業を活用した新改植を推進 

➔ 本県のりんご栽培におけるわい化率は日本一 

【りんごのわい化率】                 （単位：ha・％） 

区    分 ①青森県 ②長野県 ③岩手県 ④山形県 
面    積 20,600 7,580 2,460 2,280 
わい化率 23 39 90 12 

 

 実需者や消費者まで結びついた生産体制の強化が必要 

 地域課題の解決に向けた品種や生産技術の導入が必要 

 市場や消費者等の評価向上に向けて、一層のマーケティング対策が必要 

 女性活躍の視点を、家庭や地域などの生活の場全体に広げることが必要 

 地域をリードする女性農林漁業者の育成が必要 

▲開発が進む早生系の有望新品種 

 生産性向上のため、多収性品種への転換が必要 

 生産拡大に向けて、乾燥調製施設等の整備が必要 

 需要に対応するため、新品種の評価の確立が必要 

 要 

 女性活躍の視点を、家庭や地域などの生活の場全

体に広げることが必要 

 地域をリードする女性農林漁業者の育成が必要 

▲小麦新品種｢ナンブキラリ｣ ▲乾燥調製施設の整備 

 機械や施設の導入による産地の中核を担う経営体

の育成が必要 

 水田等水田等を活用した作付拡大による生産基盤

の強化が必要 

 優良品種への転換等による生産性の高い

園地の形成など、更なる生産基盤の強化

が必要 

 販売及び流通、加工対策を強化するため、

新しい果樹の導入が必要 

▲高度環境制御技術を導入した大規模園芸施設 

▲市場性が高い｢もも｣の栽培 

【基本方向】生産性・市場性が高く、環境にも配慮した安全・安心で高品質な農産物を安定的に生産・供給する産地づくりを進める

とともに、効率的で高収益な農業を実現するため、スマート農業など革新的な技術の開発・導入や生産基盤の整備等を進めます。 
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収益力の高い「食料供給基地」づくり 

これまでの取組と成果 対応の方向性及び具体的取組内容 

〈花き〉 

 りんどうでは、実需者からのニーズが高く、高単価で取引される品種への改植を推進 

➔ 作付面積は減少しているものの、改植が進んだことにより生産額を維持 

【生産状況】  
項 目 H30 R2 R3 R2/H30 

出荷数量（千本） 51,500 47,300 - 95.2％ 
作付面積（ａ） 22,500 21,600 - 95.2％ 
生 産 額（百万円） 2,136 2,233 2,005 114.0％ 
単   収（本/10ａ） 22,711 21,898 - 100.0％ 
単   価（円/本） 42 47 48 120.5％ 

 

③ りんどうの生産拡大 

  需要期向けを中心とした市場ニーズに対応する新品種の早

期開発と改植の実施により、経営体の規模拡大と収益性向上

を推進 グリーン 

  就農相談会や研修等による新規就農者等の担い手の確保に

より、作付の拡大を推進〔拡充〕 

  作業の効率化に繋がるスマート農業技術等の導入により、

経営体の労働力軽減を推進 ＤＸ 

 

⑷ 畜産  

 関係機関・団体からなるサポートチームにより、畜産経営体の経営規模拡大や生産性向上を支援 

 全国和牛能力共進会鹿児島大会での上位入賞に向けた取組を支援 

【経産牛１頭当たりの年間生乳生産量】（単位：kg） 
項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 
目標 9,680※ 9,750※ 9,820 9,890 
実績 9,622※ 9,731※ －  

乳用牛群検定成績（乳用牛群検定全国協議会）※参考値 

【肉用牛農家１戸当たりの飼養頭数】 （単位：頭） 
項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 
目標 20.7 21.6 22.5 23.5 
実績 － 23.6 －  

 

⑷ 畜産 

① 国産飼料の生産拡大 

  草地・飼料畑の整備支援 

  豊富な飼料基盤を活かした子実用とうもろこしなど国産飼料の増産〔拡充〕 

  ② スマート畜産技術導入による省力化・効率化 ＤＸ 

  分娩看視カメラや発情発見システムなどの省力化機器の導入支援 

  搾乳ロボットや洗浄ロボットなどの省力化設備の導入支援 

③ 肉用牛産地の評価向上に向けた和牛改良の推進 

  ゲノム解析技術を活用した全国トップレベルの黒毛和種種雄牛の 

早期造成 

 

２ 革新的な技術の開発と導入促進 

⑴ 「いわてスマート農業推進研究会」の活動促進によるスマート農業の推進 

 研究会を通じた産学官民のネットワークが形成 
 展示会やセミナー等の開催を通じ、省力化や収益力向上となる実証成果、県内導入事例の周知を図る

とともに、各種事業を活用し、本県のスマート農業技術の導入が着実に増加 
 

 

 

 

⑵ 生産性の向上や省力化等に向けた、産学官連携によるスマート農業技術の開発・普及 

 自動操舵トラクタなどスマート農業機械の導入が着実に増加 

  【県内のスマート農機導入台数の推移（累計）】 

項    目 H30 R1 R2 R3 

自動操舵(台) 141 230 331 438 

ドローン(台) 11 22 48 98 

 りんどうのＡＩ選花機の開発が進められるなど、省力化に繋がる機械の開発が加速 

  県北中山間地域など傾斜畑における土地利用型野菜等への自動操舵機器の適応性を確認 

 

 

⑶ スマート農業技術による県産農畜産物の品質向上 

  衛星リモートセンシング技術を県オリジナル水稲品種等の生産管理指導や仕分け集出荷に活用 

 

 

２ 革新的な技術の開発と導入促進  

⑴ いわてＤＸ推進連携会議農業部会による農業ＤＸの推進 ＤＸ 

  研修会等の開催によるデータ駆動型農業を実践できる人材の育成 

  気象データ等を活用した予測技術などによる栽培管理の高度化支援や経

営改善に取り組む先導的な経営体、産地への支援 

  中小規模農家が間接的にデータ駆動型農業技術の恩恵を享受できる農業

支援サービスの事業モデルの実証 

  企業的経営体や熟練農家等のノウハウに関するビックデータの活用など

担い手の減少への対応 

⑵ 生産性の向上や省力化等に向けた、産学官連携によるデータ駆動型農業技術の開発・普及 ＤＸ 

  生産管理作業の効率化など、経営改善に資する生産管理支援システム等の導入 

  水田作業の省力化と米の品質向上を両立できる水田の水管理システムの導入 

  自動操舵技術を活用した機械除草体系の実証、土地利用型野菜の作付拡大を 

図るための自動操舵トラクタ等の導入 

  樹園地における耕種的防除の省力化に向けた除草ロボット等の導入 

  切り花出荷調整作業等におけるＡＩ選花等の実証に向けた技術開発 

 ウェアラブルデバイス※を活用した牛群管理や畜産環境遠隔モニタ 

リングシステムを用いた飼養管理技術の導入 

⑶ データ駆動型農業による県産農畜産物の品質向上 ＤＸ 

  衛星リモートセンシング技術の活用による「金色の風」、 

「銀河のしずく」の「品質目標」の確実な達成に向けた取組推進 

 センサーを活用した糖度、蜜入り等の内部品質を重視する販売による県産果実の更なる評価向上 

 

 優主力品目「りんどう」の更なる

生産拡大が必要 

▲りんどう新品種 

 輸入飼料高騰により畜産経営体の負担が増してい

ることから、国産飼料の増産が必要 

 高齢化による担い手不足のため、作業の省力化等

労働力負担の軽減が必要 

 市場性の高い肉用牛産地の形成が必要 

▲搾乳ロボット 

 データを上手に活用して生産性や収益力向上へつなげるデータ駆動型農業への転換が必要 

 中小規模農家や中山間地域においても、データ駆動型農業を実践または享受できる仕組の構築が必要 

 農業現場におけるＤＸを積極的に活用した経営発展や働き方の改革が必要 

 データ駆動型農業により消費者の需要に的確に対応する価値創造の推進が必要 

 高齢化による担い手不足や労働力不足に対応するための更なる省力化が必要 

▲研修会等を通じた技術交流 

注意が必要な牛

をスマホにお知
らせ 

 

ウェアラブルデバイス 

※肢や首など体

に 装 着 で き る
IoT 機器 
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収益力の高い「食料供給基地」づくり 

これまでの取組と成果 対応の方向性及び具体的取組内容 

⑷ 高度環境制御技術等を利用した長期・周年栽培の普及推進 

  法人や大型施設経営体を中心に高度環境制御施設の導入が進み、トマト等の高単収を実現 

  産学官連携により複合環境制御盤と小型光合成促進機を製品化 

 

 

⑸ 施設野菜（中山間地域等）への低コスト環境制御技術の普及推進 

 夏秋栽培経営体を中心に、これまでに 12経営体が導入し、単収向上を実現 

 
 

【環境制御技術導入経営体数（累計）】 （ ）内は低コスト環境制御 

項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 
目標 5 9 13 16 
実績 9(0） 11(2) 21(12)  

 

⑷ 高度環境制御技術等を利用した長期・周年栽培の普及推進 

 大規模化に向けた高度環境制御技術を活用した施設・設備（国庫事業）の導入支援 

 環境制御技術に係る経営研修会の開催 

 若手を主体とした大規模経営体のネットワークづくり 

⑸ 施設野菜（中山間地域等）への低コスト環境制御技術の普及推進 

  既存パイプハウスから低コスト環境制御技術を活用した施設・設備（国 

庫・県単事業）の導入支援 

  環境制御技術の導入に対応した管理技術の開発、低コスト環境制御技術 

のモデル実証（継続）及び普及 

 

 

３ 安全・安心な産地づくりの推進  

⑴ 環境負荷を低減する技術の開発・普及 グリーン 

① 輸入原料に依存する化学肥料の使用量を低減するための技術普及や地域資源の活用推進〔継続・新規〕 

 有機質肥料等を活用した混合堆肥複合肥料等の開発支援や、耕畜連携の推進等による肥料コストの低減 

 生育量に応じた可変施肥や局所施肥などスマート農機を活用した施肥量低減技術の普及 

② 化石燃料からの切替によるカーボンニュートラルへの貢献〔継続・拡充〕 

 木質バイオマス暖房装置やヒートポンプの導入支援 

③ 輸入依存度が高い畜産飼料の国内生産への転換推進〔継続・拡充〕 

 飼料用米・子実用とうもろこしの生産支援や、草地・飼料畑の整備支援による国産飼料の増産 

④ 化学合成農薬の使用量低減に資する技術の開発・普及〔継続・拡充〕 

 発生予察情報に基づく効果的防除や、生物農薬利用、病害虫抵抗性品種の作付など、総合的な病害虫・ 

雑草管理体系（ＩＰＭ）への転換推進 

⑵ 有機農業など環境保全型農業の取組への支援〔拡充・新規〕グリーン 

 環境直接支払交付金制度の取組支援による有機農業等持続的な農業 

生産活動の推進 

  みどりの食料システム法に基づく環境負荷低減事業活動の推進（ポ 

ストエコファーマー認証の推進） 

⑶ 国際水準ＧＡＰによる持続可能な農業生産の取組拡大〔拡充・新規〕 グリーン 

  関係機関・団体等で構成する「いわて国際水準ＧＡＰ推進チーム」 

による面的取組の推進 

  第三者認証ＧＡＰを必要とする農業者や団体の認証取得支援 

⑷ みどりの食料システム戦略の実現に向けた指導者育成〔拡充〕グリーン 

 岩手県有機農産物等アドバイザー等、有機農業等の取組拡大に向けた指導 

者の育成 

 国際水準ＧＡＰの指導や第三者認証ＧＡＰ取得を支援できる国際水準ＧＡＰ 

指導者の育成 

⑸ 環境保全型農業に対する理解醸成の機会創出〔拡充〕 

 みどりの食料システム戦略実現に対応した環境負荷低減に関するセミナー開催 

 有機農業者組織の活動支援による消費者等に対する有機農業の啓発活動 

 地産地消等フードマイレージ低減運動の推進 

 

 

３ 安全・安心な産地づくりの推進  

⑴ 環境負荷を低減する技術の開発・普及 

 農業研究センター等における持続可能な農業生産に資する試験研究の推進 

【農業研究センターにおける研究成果数】 

項   目 R1 R2 R3 
研究成果数 37 45 25 

 うちグリーン関係 11 19 10 

⑵ 有機農業など環境保全型農業の取組への支援 

 環境保全型直接支払交付金制度は、県央や県南で広く取り組まれている（全国８位） 

 エコファーマーが減少し、認証制度の根拠法も廃止 

【環境保全型直接支払交付金実施状況】 

項   目 R1 R2 R3 
実施市町村数 20 19 19 
実施面積（ha） 3,742 3,043 2,983 

⑶ ＧＡＰの推進（県版ＧＡＰ確認登録と第三者認証ＧＡＰ取得支援） 

 東京2020オリ・パラの農産物調達基準に対応するため、岩手県版ＧＡＰ確認制度を推進 

【県版ＧＡＰ確認登録及びＧＡＰ認証取得農場数（累計）】 

項目 R1 R2 R3 R4 
目標 221 246 332 342 
実績 281 317 343  

⑷ みどりの食料システム戦略の実現に向けた指導者育成 

 岩手県有機農産物等アドバイザーの育成（H30：11 名 → R3：39 名） 

 普及員等を対象としたＧＡＰ指導者の育成（H30：30 名 → R3：117 名） 

⑸ 環境保全型農業に対する理解醸成の機会創出 

 農業者や消費者を対象とした環境保型農業に対する意識啓発のためのセミナー開催 

（R2、3 は新型コロナウイルス感染症の影響で中止） 

 オーガニックフェスタの開催協力等による有機農業の啓発活動 

 

 

 持続可能な農業生産に資する技

術の開発・普及を継続的に取り組

んでいく必要 

 環境直接支払の取組の拡大 

 みどりの食料システム法に基

づく持続性の高い農業生産の

取組の推進が必要 

 国の新ＧＬに基づき、ほぼすべての

産地で国際水準ＧＡＰの実施を

目指す必要 

 世界的な SDGｓの理念の浸透を背景に、環境保全に対する関心が一層高まる

ことから、有機農業をはじめとした環境保全型農業など環境負荷低減に資する

取組に対する生産者や消費者一体となった相互理解の機会が必要 

 高度環境制御技術等を利用した長期栽培や周年栽培の導入を図る必要 

 夏秋栽培型経営体等への低コスト環境技術の導入をさらに進めることが必要 

▲環境制御技術を活用した施設整備

を推進 

“ひと”と“環境”に優しい いわての農業をアピール 
▲セミナーによる意識啓

発 

資材高騰への対応 
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収益力の高い「食料供給基地」づくり 

これまでの取組と成果 対応の方向性及び具体的取組内容 

４ 生産基盤の着実な整備  

⑴ 収益力の高い農業の実現に向けた基盤整備の推進 

 担い手への農地集積･集約化を図るためほ場整備を実施 

➔ 整備面積は目標どおり着実に増加 

➔ 農地集積面積は着実に増加し、ほ場整備完了地区の集積率は 80％と、県全体の 67％を大きく上回る 

【水田整備面積（累計）】         （単位：ha） 

項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

目標 15,100 15,400 15,700 16,000 

実績 15,185 15,427 15,814  

 

 

 

 

 

⑵ 農業水利施設の適切な保全管理の推進と管理体制の充実 

 農業用水を安定的に供給するため、農業水利施設の長寿命化対策を実施 

➔ 対策着手施設数は、計画どおり進捗 

【農業用用排水路等の長寿命化対策着手施設数（累計）】 

項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

目標 88 91 94 97 

実績 88 93 96  
 

４ 生産基盤の着実な整備  

⑴ 収益力の高い農業の実現に向けた基盤整備の推進 

① 水田の大区画化と汎用化の推進 

  米の生産コスト低減や高収益作物の導入に向け、

水田の大区画化・汎用化を推進 

  スマート農業が実装可能となるよう、大区画化や

パイプライン化などの基盤整備を推進 ＤＸ 

 

 

② 中山間地域における地域の特性に応じた基盤整備の推進 

  等高線を考慮した区画形状など整備のコスト縮減を進めるとともに、畦畔の緩傾斜化など、スマート農業

の導入に適した整備を推進 ＤＸ 

  農業法人や個別農家など多様な農業者の営農継続に向け、畦畔除去や暗渠排水などによるきめ細かな整備

を推進 

⑵ 農業水利施設の適切な保全管理の推進と管理体制の充実 

① 農業水利施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る保全管理の推進 

  施設の適時･適切な補修･更新を実施 

  ＩＣＴ技術の活用により維持管理の負担軽減を図るとともに、管理情報をデジタル化し蓄積・共有する仕

組みを構築 ＤＸ 

  電気代等の管理費低減に向け、再生可能エネルギー活用施設の設置や、揚水機等の農業用施設の省エネル

ギー化を促進 グリーン 

５ 鳥獣被害防止対策の推進  

  つかまえる（捕獲対策）、まもる（侵入防止対策）、寄せ付けない（生息環境管理対策）の取組を組み

合わせた鳥獣被害防止対策の推進 

➔ ニホンジカは年間１万頭以上捕獲し、Ｒ３は 2万 5千頭を目指して捕獲 

➔ 農作物被害額はピーク時よりも減少したが、近年は 4億円前後で横ばい 

【ニホンジカの捕獲数（累計・頭）】 

項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

目標 10,000 20,000 30,000 40,000 

実績 14,420 35,151 61,189  

 

 

５ 鳥獣被害防止対策の推進  

⑴ 捕獲対策・侵入防止対策・生息環境対策の３つの基本

対策の強化 

  猟銃・わなによる捕獲や電気柵の設置、鳥獣のすみ

か・エサ場となる環境の排除など、地域全体での被害

防止活動を組み合わせた取組を推進 

⑵ 民間等との協働による対策 

  農作物野生鳥獣被害対策アドバイザーなど、地域で

対策を指導する人材の育成 

  センサーカメラや遠隔監視システム等のＩＣＴの活

用など３つの基本対策を総合的に実践できる民間企業

等との協働による被害防止対策の強化〔拡充〕ＤＸ 

 

 

 

       

▲基盤整備地区におけるスマート農業のイメージ 

 食料の安定供給を図るため、米生産の効率化や水

田の作付転換が必要 

 中山間地域では、基盤整備コストの低減や維持管

理労力の軽減を図るため、地形条件に応じた整備

が必要 

 耐用年数を迎える施設の維持･保全が必要 

 施設の管理体制が脆弱化する中、新技術の活用等

による維持管理の負担軽減が必要 

 維持管理費の低減を図るため、施設の省エネルギ

ー化の推進が必要 

 被害が拡大しているイノシシなど、鳥獣の

種類や被害状況に応じて、地域を挙げて捕

獲対策、侵入防止対策、生息環境対策に取

り組む必要 
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農林水産物の付加価値の向上と販路の拡大 

これまでの取組と成果 対応の方向性及び具体的取組内容 

１ 県産農林水産物の高付加価値化と販路の開拓・拡大の推進  

  食のプロフェッショナルチームアドバイザーなどの専門家派遣により、地域ぐるみの６次産業化を支援 

  生産者や実需者のマッチング交流会や首都圏シェフの産地視察など、販路開拓・拡大を支援 

➔ ６次産業化による販売額は産直の売り上げ減少により、前年比▲１％ 

【６次産業化による販売額】  （単位：億円、％）  【商品開発等の支援による６次産業化件数（累計）】 

項目  Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４   項目  Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

目標 ㉚ 334 ① 351 ② 303 ③ 318  目標 12  24  36  48  

実績 ㉚ 320 ① 303 ② 300   実績 12  24  36  

  注）「６次産業化による販売額」は、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、Ｒ３、４年度指標を見直し 

 

 
 
 
 
 

 

１ 県産農林水産物の高付加価値化と販路の開拓・拡大の推進  

⑴ 県産農林水産物の高付加価値化 

  ① 農林水産業を取り巻く情勢や消費者ニーズを捉えた新商品開発 

  多様なニーズに対応した新商品・新サービス開発を支援す

る専門家派遣体制の強化 

  生産者と流通・加工業者等との交流機会の創出によるマッ

チング支援 

  ② 多様な事業者が連携した取組を牽引する人材の育成 

⑵ 県産農林水産物の販路の開拓・拡大 

  ① 販路の多様化に対応した販路開拓・拡大支援 

 地元食材の販売チャネルである産直の誘客力・販売力の 

強化 

 ＥＣサイトの活用など業態の変化に対応したビジネス 

展開 コロナ ＤＸ 

② 首都圏飲食店等県内外への販路開拓・拡大支援 

 生産者と実需者のマッチングによる販路開拓・拡大を支援 

 ＳＮＳ等を活用した情報発信の強化 

２ 県産農林水産物の評価・信頼の向上  

  県産農林水産物の需要拡大に向け、トップセールスの実施や首都圏を始めとする県内外量販店での宣伝

販売や菓子店・飲食店でのフェアの開催 

  コロナ禍により、米の需要動向が変化する中、岩手県産米の顧客を獲得するよう、量販店、米穀専門店

等との全国キャンペーンなど販売促進活動や部局連携によるＰＲ活動 

【いわて牛取扱い推奨店登録数】 （単位：店舗）  【園芸作物（野菜・果樹）の事前契約取引率】 
項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４  項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 
目標 300 310 355 365  目標 30％ 32％ 40.5％ 42.0％ 
実績 324 344 368   実績 32％ 39％ 33.7％  

【米のオリジナル新品種販売数量】（単位：トン）   
項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４  
目標 10,500 14,000 15,000 16,000 
実績  9,959 13,036 16,071  

 
 
 

２ 県産農林水産物の評価・信頼の向上  

⑴ 県産農林水産物の評価向上及びブランド化・販売促進 

① 県産農林水産物の評価・ブランド力の向上 

 国内外におけるトップセールスや「黄金の國いわて。」応援店などと 

連携した岩手県産米フェアやいわて夏野菜フェアの開催 

 「いわて牛」の銘柄統一に向けた県内系統外出荷団体等との意見交換 

の継続実施 

② 県産農林水産物の販売促進 

 県内外での消費拡大キャンペーンの展開と大手コンビニなどとの協働 

による商品開発の促進 

 「いわて牛取扱推奨店」の登録拡大 

 県内外の量販店等での対面販売及び飲食店等でのＰＲ活動 

⑵ 県産農林水産物の信頼の確保・向上 

 ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の推進 

 安全安心、高品質な県産農林水産物の情報発信 

３ 戦略的な県産農林水産物の輸出促進と外国人観光客等への対応  

 牛肉、りんご、米の輸出事業計画を作成し、輸出拡大 

➔ 日本で11年ぶりとなる米国へのりんごの輸出、台湾への前沢牛、中国への県産米の初輸出が実現 

➔ 農林水産物の輸出額は、令和２年度は約36億円（震災前（約17億円）の約2.1倍） 

【県産農林水産物取扱海外事業者数】（単位：社） 
項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 
目標 56 59 62 65 
実績 56 60 63  

 
 

３ 戦略的な県産農林水産物の輸出促進と外国人観光客等への対応  

⑴ 県産農林水産物の輸出促進・販路拡大 

① 戦略的なプロモーションの展開と新規有望市場開拓 

 トップセールス等の実施による岩手ブランドの認知度向上 

 相手国ニーズへの対応、多様な品目を組み合わせたパッケージ型プロモーションの展開 

 新規有望市場を対象とした市場ニーズの把握及びテストマーケティングの実施 

② 海外展開に意欲のある事業者への支援 

 ジェトロ岩手や輸出関連機関等と連携した事業者への輸出支援の実施 

⑵ 外国人観光客受入れに係る意欲喚起及び外国人観光客等への県産食材のＰＲ 

 インバウンド向けのフードツーリズムに向けた体制づくりと関係事業者の意欲喚起 

 インバウンド等を対象とした県産農林水産物ＰＲのためのフェアの開催 

 多様な事業者が連携した新事業や付加価値創出・所得向上に向けた取組への支援 

 非対面販売への業態変化など販路の多様化への対応 

 産地・食材のＰＲ等情報発信の継続・強化 

注）「園芸作物（野菜・果樹）の事前契約取引率」は、Ｒ３、４年

度指標を見直した。 

▲いわて夏野菜フェア（東京都） 

▲「岩手のごっつぉ食べらんせ」の発行 

 消費者の岩手県産ブランドへの認知度向上に向けた戦略的な情報発信と首都圏等都市部でのＰＲ 

 「いわて牛」の銘柄統一の実現 

▲トンロー市場（タイ） 

 国際動向を見据えた新規市場開拓、既存市場への対応 

 現地ビジネスパートナーとのネットワーク強化 

 輸出相手先のニーズへの対応等による販路拡大 

【基本方向】県産農林水産物の高付加価値に向けた新商品開発や、実需者とのマッチング等による販路の開拓・拡大、流通関係者等

へのトップセールスや各種メディアを活用した積極的な情報発信、産直等を核とした生産者と消費者の結び付きの更なる強化、ア

フターコロナを見据えた戦略的な輸出促進と外国人観光客等への岩手ならではの「食」の発信などの取組を進めます。 
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農林水産物の付加価値の向上と販路の拡大 

これまでの取組と成果 対応の方向性及び具体的取組内容 

４ 生産者と消費者の結び付きを深め、地域経済の好循環を創出する取組の推進  

 市町村等と連携した農林水産物の域内消費を促進 

  産直の経営力強化に向け、産直経営セミナーの開催や専門家の派遣を実施 

➔ 「三陸国際ガストロノミー会議」関連事業の展開により、食を核とした地域振興の機運が醸成 

【地産地消促進計画策定市町村数（累計）】    【年間売上高１億円以上の産直数】（単位：施設） 

項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４  項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

目標 29 31 32 33  目標 42 43 39 40 

実績 29 31 32   実績 42 39 調査中  

注）「年間売上高１億円以上の産直数」は、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、Ｒ３、４年度指標を見直した。 

 

 

 
 

４ 生産者と消費者の結び付きを深め、地域経済の好循環を創出する取組の推進  

⑴ 地産地消の推進 

  ① 産地直売所の食材供給及び消費者との交流拠点としての機能強化 

 食育と併せた学校給食への食材供給など域内消費拡大を促進 グリーン 

 産地直売所運営組織の誘客力と販売力の強化に向けた取組を支援 

② 市町村等関係機関・団体及び民間企業と連携した地産地消の推進 

 「黄金の國、いわて。」おもてなしの店など民間企業と連携した取組を推進 

⑵ 多様な地域資源を活用した新たなビジネスの創出支援 

① 食と農に関わる多様な関係者の連携による特色ある地域資源を活用したビジネス創出を支援 

 中山間地域資源を活用した新商品・サービス開発を支援（フードツーリズム含む） 

 多様な関係者が参加するプラットフォームでの新規事業の掘り起こしとマッチングを促進 

   ② 「美味ぇがすと三陸構想プロジェクト」のレガシーを生かした民間企業等の取組を支援 

   

 学校給食や地産地消を通じた域内需要の拡大 

 産地直売所運営組織の誘客力と販売力の強化 
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中山間地域を支える
リーダーや組織など

“ひと”の活躍

地域の伝統や豊かな自
然を活かした魅力ある
農業・農村づくり

豊かな地域資源を活か
した都市農村交流の拡
大と移住・定住の促進

地域活性化に向けたポイント
～多様なスタイルでいきいきと暮らせる中山間地域の実現に向けて～

いわて農業農村活性化推進ビジョンより

農山漁村づくり 

これまでの取組と成果 対応の方向性及び具体的取組内容 

１ 農山漁村を支える人材の育成と地域活動等の支援  

  いわて農業農村活性化推進ビジョン支援チームによる指導

や専門家派遣により、地域活性化に向けたビジョンづくりと

実践活動を支援 
  「いわてアグリフロンティアスクール」や集落リーダー育成

研修会を通じて、地域ビジョンの策定や実践活動をけん引す

る人材を育成 
➔ 各地でビジョンに基づく活性化の取組が進展 

 

 

項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

目標 8 16 17 21 

実績 7 13 16  

  多面的機能支払交付金や中山間地域等直接支払交付金の取組を促進するため、制度の周知活動や

先進的な取組事例の共有等を実施 
➔ 地域共同活動の取組が浸透し、中山間直払集落機能強化加算等の新たな取組も 

 

項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

目標 122,000 122,500 123,000 123,500 

実績 126,100 121,558 129,441  

 
 

２ 魅力あふれる農山漁村づくりの推進  

  グリーン・ツーリズムカレッジ等により、農泊等の実践者のスキル向上など受入体制の整備を支援 

  食文化伝承会の開催や、動画作成による食文化保存の取組により、「食の匠」の活動を支援 

➔ 新型コロナウイルス感染症の影響により、農林漁家民泊等の利用者数は半減（一方、地方への関 

心の高まり）、集合研修による食文化活動も減少 

 

項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

目標 62,600 63,200 31,239 31,839 

実績 62,621 30,639 未確定  
 
 

 

 

３ 自然災害に強い農山漁村づくりの推進  

 農業水利施設の防災減災対策の推進と緊急時の迅速な避難行動に資する 
ハザードマップ作成の促進 

 
 
 項目 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

目標 8.0 35.0 70.0 100.0 

実績 9.0 35.0 70.0  
 

１ 農山漁村を支える人材の育成と地域活動の支援  

⑴ 地域づくりを担う人材の確保・育成 人口減少 

  いわて地域おこし協力隊ネットワーク等との連携により、地域おこし協力隊ＯＢ・ＯＧや半農半Ｘ実践者等

を新たな地域活動の担い手として確保・活用する取組の推進 

 ⑵ 地域活動の活性化 人口減少 

  中山間直接支払制度の集落機能強化加算を活用した高齢者の見回りや通院・買い物など、地域コミュニティ

活動を支援 

  多面的機能支払の継続的な取組と事務負担の軽減に向けた取組の広域化や、土地改良区、ＪＡ、ＮＰＯ法人

等への事務の外部化を促進 

  地域づくり活動を行う民間団体等との協働により、集落営農組織や多面的活動組織、町内会組織など、多様

な主体が連携した地域運営組織（農村ＲＭＯ）等の育成を促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 魅力あふれる農山漁村の推進  

⑴ 農泊等受入体制の整備 人口減少 

  各地域の受入協議会等を対象としたワークショップの開催や、教育旅行の新たなニーズ（ＳＤＧｓ学習等）

への対応に向けた各地域の既存コンテンツの磨き上げなどを支援 

  グリーン・ツーリズムカレッジ等の研修会の開催や専門家派遣等により、大人を対象とした農泊やワーケー

ション、インバウンド等の多様な旅行ニーズに対応できる農林漁家を育成。 

  地域単位で開催する研修会への講師派遣や、グリーン・ツーリズム地域コーディネーター等による受入農家

の掘り起こしにより体験受入れ農家を拡大 

 ⑵ 食文化の発信等 

  伝統的な食文化を動画で保存し、ユーチューブやＨＰ等で発信するなど、デジタルコンテンツを活用した伝

承活動を推進 

 

3 自然災害に強い農山漁村づくりの推進  

 農業水利施設の防災減災対策を進めるため、農業水利施設維持更新計画を踏ま

え、老朽化が見込まれる施設を計画的に整備。 

 ため池工事特措法に基づき、防災重点農業用ため池の劣化状況評価や機能診断

を優先的に推進し、その結果を踏まえた対策工事を計画的に実施。 

 流域治水の取組定着に向け、治水協定を締結した河川に係る農業用ダムの洪水 

調節を適切に運用。 

【地域ビジョンに基づく実践活動実施集落数（累計）】  

 中山間地域を中心に、人口減少・高齢化が

進行する中、地域づくりを担う人材の育成

と、地域活動の活性化が必要 

 教育旅行の新たなニーズへの対応やワーケーションなどコロナ禍・コロナの先を見据えた受入体制整備が必要 

 食の匠の高齢化等に対応した食文化の発信 

【農山漁村の環境保全活動への参加人数】  （単位：人）   

▲地域共同による施設管理や景観保全活動 

 地域住民が一体となった取組の維持・拡大と多様な関係者・団体との連携体制の構築・強化が必要 

【農林漁家民泊等利用者数】       （単位：人回）  

▲グリーン・ツーリズムカレッジ ▲「食の匠」による伝承活動 

【ハザードマップ作成等ソフト対策を実施した防災重点ため池の割合（％）】 
▲ため池の防災工事（奥州市） 

 国の防災・減災、国土強靭化5か年加速化対

策期間における防災減災対策が必要 

▲集落機能強化加算の活用例 
上：配食サービス 下：高齢者の移動支援 

▲農業用ダム貯水位を低下さ

せ大雨に備える 

資料：農林水産省資料 

【基本方向】生産者や地域住民などの多様な主体の連携・協働による活力ある農山漁村づくり等に向け、地域コミュニティを支える

人材の育成や農地を保全する地域共同活動、地域の多彩な農林水産物や食文化等の情報発信、農泊等による都市との交流活動など

を促進するとともに、自然災害等に強い農山漁村づくりに向けた防災・減災対策の取組を進めます。 
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